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中期戦略 基本方針

中期戦略の考え⽅と取り組みの進捗

低収益体質からの脱却
基幹事業での利益成⻑の実現

外部パートナーとの共創による新たな価値創造

構造改⾰の断⾏

「くらし」で役に⽴つ会社
2030年に⽬指す姿

くらしアップデート

Copyright (C) 2019 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 



2

中期戦略のポイント

資本政策資本政策 ブランド政策ブランド政策

必要に応じて柔軟に対応

事業の方向性や資本・ブランドの考え⽅を抜本的に⾒直し

再挑戦事業

共創事業

基幹事業

⾞載機器⾞載機器 ⾞載電池⾞載電池

住 宅住 宅家 電家 電

現場プロセス現場プロセス空間
ソリューション
空間

ソリューション
インダストリアル
ソリューション
インダストリアル
ソリューション

ブランド活⽤の⾃由度向上

中期戦略の考え⽅と取り組みの進捗
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基幹事業の成⻑シナリオ

中⻑期視点で単品販売からソリューション型ビジネスモデルへ軸⾜をシフト

空間
ソリューション

現場プロセス

インダストリアル
ソリューション

中期戦略の考え⽅と取り組みの進捗

空間価値創造

サプライチェーン

海外電材

ファインプロセス

デバイス

システム

2019年 2030年2021年
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基幹事業の取り組み

空間ソリューション空間ソリューション

現場プロセス現場プロセス

インダストリアルソリューション

中期戦略の考え⽅と取り組みの進捗

お客様の「つくる」「運ぶ」「売る」のプロセスを革新

⼈起点でくらしをより良く、快適にする

強いデバイスを核に、顧客密着でソリューションを提供

ISAMEA・東南アジア・中国で収益を伴う成⻑

IoT活⽤で空間利⽤者の「感性価値」を最⼤化

AIやデータ分析で製造プロセスをスマート化

ソフト・コンサル能⼒を強化し 現場課題を解決

トップシェア商品⽐率の向上へ源泉技術強化

顧客対応⼒を強化し モジュール・パッケージに注⼒

海外電材

空間価値
創造

ファイン
プロセス

サプライ
チェーン

デバイス

システム
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経営体質強化

21年度に1,000億円の利益貢献へ、固定費削減を推進

人件費削減（退職／採用差）

間接業務削減・拠点集約等での効率化

構造的赤字事業への対策

300億円300億円

300億円300億円

400億円
（赤字減少分）
400億円
（赤字減少分）

中期戦略の考え⽅と取り組みの進捗
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ポートフォリオマネジメント

トップダウンでポートフォリオマネジメントを実⾏

21年度までに構造的⾚字事業を撲滅21年度までに構造的⾚字事業を撲滅

低収益事業について21年度までに⽅向性を決定低収益事業について21年度までに⽅向性を決定

競争⼒維持が困難な事業についても
大胆な資本政策も含めて方向性を検討
競争⼒維持が困難な事業についても
大胆な資本政策も含めて方向性を検討

中期戦略の考え⽅と取り組みの進捗
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2030年に目指す姿

「くらし」 の領域で、ソリューション型ビジネスモデルによる 「新たな価値」 を提供

中期戦略の考え⽅と取り組みの進捗

モビリティ

街全体

くらし
アップデート

住空間

公共空間

モノづくり

人に寄り添う

モノをつくる

モノの流れ
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本プレゼンテーションには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションにおける記述のうち、過去ま
たは現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパ
ナソニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因によ
る影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明⽰的または黙⽰的に⽰されるパナソニックグ
ループの将来における業績、経営結果、財務内容に関してこれらと⼤幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレゼンテーションの
⽇付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、⾦融商品取引法に基づく今後の
提出書類およびその他の当社の⾏う開⽰をご参照下さい。
なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。かかるリスク、不確実性およびそ
の他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

・米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向
・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動
・ドル、ユーロ、⼈⺠元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービスなどのコストおよび価格が影響を受ける可能性
・資⾦調達環境の変化等により、パナソニックグループの資⾦調達コストが増加する可能性
・急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コストで投入することができない可能性
・他企業との提携または企業買収等で期待どおりの成果を上げられない、または予期しない損失を被る可能性
・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の⾼い特定の取引先からの企業努⼒を上回る
価格下落圧⼒や製品需要の減少等の可能性を含む）
・多岐にわたる製品分野および地域において競争⼒を維持することができなくなる可能性
・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性
・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約
・諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・⽣産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない）
・法規制に起因した制約・費⽤・法的責任の発⽣または法令遵守のための内部統制が不⼗分である可能性
・パナソニックグループが保有する有価証券およびその他の⾦融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税⾦資産などの⾮⾦融資産の評価の変動、
その他会計上の⽅針や規制の変更・強化
・ネットワークを介した不正アクセス等により、パナソニックグループシステムから顧客情報・機密情報が外部流出する、あるいはネットワーク接続製品に脆弱性
が発⾒され、多⼤な対策費⽤負担が⽣じる可能性
・地震等⾃然災害の発⽣、感染症の世界的流⾏、サプライチェーンの⼨断、その他パナソニックグループの事業活動に混乱を与える可能性のある要素
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